
事業評価書 事前 ・事後 ）（

平成１８年８月

評価対象（事業名） 小児救急電話相談事業

担当部局・課 主管部局・課 医政局指導課

関係部局・課

１．事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 １ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進する

こと

施策目標 １ 地域において適切かつ効率的に医療を提供できる体制を整備するこ

と

Ⅲ 救急・災害医療体制の整備を図ること

( ) 事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）

地域の小児科医による夜間における小児患者の保護者等向けの電話相談体制を整備

、 。（ （ ）し 地域の小児救急医療体制の補強を推進するという事業 全国同一短縮番号 #8000
で実施することにより、どこでも患者の症状に応じた適切な医療が受けられる ）。

予算概算要求額 （単位：百万円）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

500 499 434 648－

( ) 問題分析3
①現状分析

時間外に病院に駆けつける小児救急患者については、 ～ ％が軽症患者との80 90
報告や、親の専門医指向などにより、病院の小児科に軽症患者が受診する事例が増

えている。

②問題点

・全都道府県での実施ができていない

・携帯電話に対応していない

・深夜帯への対応ができていない

・周知が十分されていない

③問題分析

電話相談体制の整備を強化することにより、患者の症状に応じた適切な医療提供

（整理番号４）



を図ることが必要である。

④事業の必要性

当該事業を実施することは、病院への軽症患者集中の回避と小児救急患者の適切

な受診体制を構築するために必要である。

( ) 事業の目標4
目標達成年度

政策効果が発現する時期 平成１９年度

アウトプット指標 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 目標値 基準値/
電話相談事業実施都道 ４７都道府県の

府県数 実施（深夜帯実

施を含む ）。

（説明） （モニタリングの方法）

都道府県が主体となり行う事業であ 毎年度行う小児救急医療体制の取組状

るため、事業の普及状況を計るには、 況調査。

実施都道府県数が指標となる。

アウトプット指標 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 目標値 基準値/
時間外に受診する小児 ２０％減少

患者数の減少率

（説明） （モニタリングの方法）

事業が普及すれば、時間外に受診す 毎年度行う小児救急医療体制の取組状

る小児患者が減少する。 況調査。

参考指標（過去数年度の推移を含む） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

（説明） （モニタリングの方法）

２．評 価

( ) 必要性1
その他行政関与の必要性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

地域における小児救急医療体制の確保は、これまで各都道府県が計画的な取組を

行い、国からの財政的支援のもとに整備を進めてきたところである。今後について

も引き続き医療計画の策定等を通じて、体制整備の確保と充実を図る必要がある。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無

（理由）

地域における小児救急医療体制の構築については、都道府県が主体となって取り

組むべき課題とされているが、特定地域だけの問題ではないため、都道府県による

取組について、国においても支援していく必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否

（整理番号４）



（整理番号４）

（理由）

事業の性質上、医師が専属的に確保できる団体等への委託は、効率及び効果の観

点からも同等の結果が得られるため。

緊要性の有無 有 無

（理由）

小児科の休日・夜間の診療については、軽症患者の受診など増加傾向にあり、そ

の結果、病院の小児科医師の勤務環境の悪化等の問題が生じており、住民への適切

な医療の提供と医師の勤務環境改善は急務であるため。

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路

当該事業の実施により、時間外における軽症患者の病院への集中を回避することが

可能となり、病院勤務医の負担軽減となることが期待される。

これまで達成された効果、今後見込まれる効果

平成１６年度より開始した事業であるが、既に３１都道府県で実施（うち４県は県

単独事業として実施）されており、相談総数のうち約８７％（Ｈ１７年度全国実績平

均）がすぐに医療機関へ行く必要がないと判断されている。

今後、未実施県（１６県）全てにおいての実施、携帯電話への対応、深夜帯への対

応などにより、より大きな効果を生むことが期待されている。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項

( ) 効率性3
手段の適正性

時間外における軽症患者の病院への集中を回避することや、子を持つ保護者への安

心を与える手段として 「電話による相談」方法は手軽に医療関係者に相談すること、

ができるため、手段としては適正である。

費用と効果の関係に関する評価

費用については、電話対応のための人件費、電話回線料等の事業に必要と思われる

最低限の費用を投入することにより、病院勤務の小児科医の負担軽減等の大きな成果

につながると考えられることから、効率的であると考えられる。

他の類似事業（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無

（有の場合の整理の考え方）

( ) その他4
なし。

( ) 反映の方向性5
評価結果を踏まえ、平成１９年度予算概算要求において所要の予算を要求する。



（整理番号４）

３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

なし。

②各種政府決定との関係及び遵守状況

なし。

③総務省による行政評価・監視等の状況

なし。

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律

（案）が可決された際の付帯決議（閣法第３８号（平成１８年６月１３日 参議院厚

生労働委員会 ）において、小児救急電話相談事業の充実について努めるよう明記）

されている。

⑤会計検査院による指摘

なし。


